
ステークホルダーのためにSOCIAL
誠実で健全な企業経営GOVERNANCE

20名定年
再雇用者数

7,116

バックオフィスによる
年間の定型業務
削減時間

90.9％再雇用率

働きやすい職場づくり

ダイバーシティへの取り組み
当社では、高齢者や女性、障がい者など、さまざまな立場の人が、それぞれの能力を十分に発揮できるよう、ダイバーシ

ティへの取り組みを進めています。定年再雇用者については、後継者の育成・指導や繁忙部門のサポート担当としての活躍
の場の拡充を目指すとともに、職務内容や能力に応じた各種処遇の改善を図っています。女性の活躍については、「女性活躍
推進法」に基づき策定した行動計画に沿って、女性技術者の採用増に努めるとともに、女性の活躍の場がさらに拡がるよう
取り組んでいます。また、障がいのある従業員が勤務しやすいようにサテライトオフィスを設置するなど、新たな雇用の創出に
向けて就労環境を整備しています。これからも当社は、多様なバックグラウンドを有するさまざまな従業員の視点を複合的に
取り入れ、ダイバーシティの実現に努めていきます。

働き方改革（Asahi Sun社員プロジェクト）の推進

推進体制
当社は、「働き方改革推進委員会」を設置し、「働き方改
革」を推進しています。委員会の下には、「施工現場の休日
取得促進」や「業務の合理化・効率化」などのテーマごとに
ワーキンググループを設置し、また本社各本部および各事
業店に、働き方改革推進の核となる「働き方改革推進リー
ダー」を置いて、全社的な働き方改革を着実に推進すると
ともに、改革意識の浸透を図っています。

「バックオフィス」の推進
施工現場における長時間労働の改善を目的に、現場業
務を事務所内で後方支援する「バックオフィス」を整備して
います。現場業務を「技術業務」と「定型業務」に類別し、ま
ずは「定型業務」をバックオフィス化し、施工現場で働く社
員の負荷軽減に取り組んでいます。さらに、「技術業務」に
ついても支援体制を整えながらバックオフィス化を推進し
ています。

業務の効率化を目指した取り組み
社内会議の効率化と削減を目指して、会議資料の事前
配付や会議参加者の最適化、時間厳守などのルールを定
め、それらを全社に啓蒙しています。また、主に毎週水曜を
ノー残業デーとして全社的に展開し、管理職が率先して早
く帰るようにするなど、高い意識をもって取り組んでいま
す。業務の都合で早く帰ることができない場合でも、他の
曜日に振替えるなど、柔軟に運用し、それらの実施状況は
全社員の残業時間の傾向を基にして分析し、各事業店に
フィードバックしています。

働き方改革に関する意識の醸成
全ての役職員が高い意識と同一の方向性を持って働き
方改革に取り組むことを目的として、役員、管理職、一般社
員などの階層に応じた研修を実施しました。
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コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレートガバナンスの体制

コーポレートガバナンス
朝日工業社は、株主をはじめさまざまなステークホルダーの立場を尊重して、コーポレートガバナンスの体制・内
容を整備・強化し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現に取り組んでいます。

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え
方は、企業の社会的責任を果たすとともに、株主の皆さ
まをはじめさまざまなステークホルダーの利益を尊重し、
企業価値のさらなる向上を実現するため、経営上の組織
や仕組みを改善し、コーポレートガバナンスを強化してい
くことを最も重要な経営課題と位置づけています。

■取締役会

　本年6月開催の当社定時株主総会で承認可決され、
取締役数を12名から9名に減員し、社外取締役3名を含
む9名の構成としました。定時取締役会を２カ月に１回以
上開催し、また必要に応じて臨時取締役会を開催して、
重要事項の決議および取締役・執行役員の業務執行状
況の監督を行っています。また、常勤の取締役により構成
される経営会議を毎月１回以上開催し、取締役会付議事
項その他の重要事項について審議しています。

■指名・報酬諮問委員会

　指名・報酬諮問委員会は、社外取締役3名を含む4名
の取締役で構成され、定期的に年1回以上開催し、また
必要に応じて随時開催しています。取締役会の諮問機関
として、取締役の指名・報酬に係る事項を審議し、その
結果を取締役会に答申することにより、取締役の指名・
報酬に係る決定の客観性・透明性を確保しています。

■監査役会

　監査役会は、社外監査役３名を含む４名の監査役で構
成され、３カ月に１回以上開催されるほか、必要に応じて
随時開催され、監査に関する重要な事項について報告を
受け、協議または決議を行っています。また、監査役は法
令および監査役会が定めた監査の方針、監査計画に基

づき、業務および財産の状況を調査し、取締役会その他
の重要な会議に出席して、重要な意思決定の過程および
取締役等の業務執行状況を確認するとともに、必要に応
じて意見表明を行っています。

■執行役員制度

　経営効率の向上と意思決定の迅速化および意思決
定・監督機能と業務執行機能の分担の明確化を目的とし、
執行役員制度を導入しています。取締役を兼務する執行
役員6名を含む22名の執行役員で構成される執行役員
会議を3カ月に１回開催して、社長執行役員および本社
各本部執行役員等からの方針等の伝達と各執行役員か
らの業務執行状況の報告等を行っています。

これからも当社は、取締役制度および監査役制度の機
能を強化することで、より充実したコーポレートガバナン
スを実現するよう努めるとともに、常に投資家の皆さま
の視点に立った迅速で正確かつ公平な会社情報の開示
によって、経営の透明性を高めていきます。

各本部・各事業店・グループ会社

監査役会
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目的：「健康的で働きがいのある職場環境の確保と維持」
課題：「長時間労働の是正と休日取得の促進」

役員向け研修
テーマ：「『働き方改革』に向けた経営幹部の役割」 

管理職社員向け研修
テーマ：「部下に対するマネジメントや『変わる』ことの必要性」

一般社員向け研修（e-ラーニング）
テーマ：「当社の働き方改革と生産性の向上について」

現場業務

後方支援

「技術業務」
・施工図の作成
・現場乗り込み時に
 必要な 書類作成
・官庁申請書類
 作成提出　etc.

「定型業務」
・請求書処理
・稟議書作成
・ISO関連書類の
 作成　etc.

時
間

2019年度実績
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内部統制への取り組み

リスクマネジメント

会社法に基づく内部統制システム
会社法および会社法施行規則に基づき「内部統制システムの整備に関

する基本方針」を取締役会において定め、それに沿って社内体制や社内規
程を適宜改善して、その基本方針の目的である「法令遵守（コンプライアン
ス）」、「業務の効率化」、「財務報告の信頼性」の強化・確保を図っています。

財務報告に係る内部統制
金融商品取引法が求める「財務報告に係る内部統制」に対しては、「財務
報告に係る内部統制の管理・運用規則」を制定し、それに基づいた内部統制
を構築・整備して、当社およびグループ各社の財務報告の信頼性の確保を
図っています。2008年の開始から現時点（2020年3月）の間、社長直轄の内
部監査室による整備および運用の評価で内部統制の有効性は毎期確認さ
れており、会計監査人からも同様の評価を得ています。

リスク対策

　当社に経済的もしくは信用上の損失また
は不利益を生じさせるリスクの防止、および
リスクが顕在化したときの会社の損失の最
小化を図るため、「リスク管理規程」を整備し
ています。またリスクの中でも緊要なものを
別途リストアップし、そのリスクへの対応を詳
細に規定することで、当社に生じる損失を可
能な限り最小なものとするよう体制づくりに
努めています。

地震が発生した場合に、社員の生命の安全確保、会社財産の保全および
会社業務の早期再開を図るため、「地震対策マニュアル」を整備し、防災
対策の基本事項および地震発生時の対応要領を詳細に規定して、社内
に周知しています。また、各事業所をはじめ技術研究所や当社が保有する
家族寮などの関連する施設においても年１回の防災訓練を実施し、役職
員やその家族への防災および災害発生時の冷静な行動に対する意識の
醸成に努めています。さらに、2019年7月に「安否確認システム」を導入
し、一定規模以上の地震などの自然災害が発生したときに、すべての役
職員の安否状況を簡易かつ迅速に把握できる体制を構築しました。

地震対策

金融商品取引法に基づく内部統制の体制図
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本社・本店ビル受付にアクリル板を設置

新型コロナウイルス感染症への対応
当社は、新型コロナウイルスの感染拡大に際し、従業員やその家族、関係先の
方々の健康と安全を守るため、また政府や自治体からの要請に応えて、時差出
勤の奨励や在宅勤務をする場合のリモート環境の整備、社内外の会議や打合せ
におけるビデオ会議システムの活用など、全社的に感染防止対策を実施してい
ます。また、すべての従業員に対して、正しい手洗いの方法と咳エチケットの周知
徹底や３密回避の励行、備蓄していたマスクの支給なども行いました。
今後も新型コロナウイルスの感染拡大防止に取り組んでいきます。

Topics
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コンプライアンスの徹底・強化

コンプライアンス
朝日工業社は、役職員が法令等を遵守するのみならず、企業理念と企業行動憲章に基づいて企業活動を行うことを
経営の基本方針としています。また、この基本方針に沿ったさまざまな制度や取り組みを通じて、コンプライアンス経
営の推進を図っています。

コンプライアンス委員会
「倫理・コンプライアンス規程」に基づき、社内における
コンプライアンスに関する事項を統括し、コンプライアン
ス経営の実践を監督、支援する「コンプライアンス委員
会」を設置し、その会議を毎月開催しています。
「コンプライアンス委員会」は社長を委員長とし、社内
取締役をメンバー、常勤監査役をオブザーバーとしてい
ます。さらに本社各本部および各事業店に「コンプライア
ンス推進責任者」、「コンプライアンス推進担当者」を置
いて、コンプライアンスの実効性の確保と向上を図って
います。

職場におけるハラスメントは、労働者個人の尊厳を不
当に傷つける許されない行為であるとともに、能力の有
効な発揮を妨げ、また会社にとっても職場秩序や業務の
遂行を阻害し、社会的評価にも悪影響を与える問題と捉
えています。
本社人事部長、法務コンプライアンス部長、各事業店

のコンプライアンス推進責任者およびコンプライアンス
推進担当者を相談窓口として、全ての従業員を対象とし
たセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント、妊娠・
出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントの防
止に努めています。

法務コンプライアンス相談窓口の設置
「内部通報および調査に関する規程」による通報窓口
とは別に、業務の中で法令や社内規程、企業倫理に違反
するのではないかと感じるときや違反するかどうか自分
では判断できないときに、従業員が気軽に相談できる
「法務コンプライアンス相談窓口」を設置しています。

ハラスメントの防止

コンプライアンスの徹底を図るため、全ての役職員に
「コンプライアンスカード」を配付し、常に携帯するよう義
務づけています。「コンプライアンスカード」には、企業理
念・行動指針・企業行動憲章のほかに、当社の「内部通報
および調査に関する規程」による通報窓口などが記載さ
れています。

コンプライアンスカード
コンプライアンス経営の体制図
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